
１  一　般　職

(１)総括

本 年 度

前 年 度

比  　較

※（１）総括は、「ア　会計年度任用職員以外の職員」と「イ　会計年度任用職員」
　 の合計である。

給　　　与　　　費

497 △ 3,220 △ 4,266

23,06511,118 35,847

報　　酬 給　　料 職員手当

給　与　費　明　細　書

10,621 39,067 27,331

△ 996

 職員手当の内訳

区　分

本年度

前年度

0

区　 分

(6)
11

(6)
11

(0)
0

職員数
(人)

00 △ 1,077

0

0

4,287

0

管理職手当

比　較

扶養手当
時間外勤務
手 当

管理職特別
勤 務 手 当

1,812

816

5,364

－ 354 －



(単位：千円)

0

児童手当 退職手当

600 0

1,620 0

△ 1,020

通勤手当

273

99 17,218

119 16,370

特 殊 勤 務
手 当

期 末 勤 勉
手 当

△ 6,989

住居手当

873

618 600

20 △ 618△ 848

0

備　　考

91,670

△ 1,000 △ 7,989

70,030

77,019

13,651

共　済　費

給 与 費

合　　計

83,681

計

14,651

－ 355 －－ 354 －



　ア　会計年度任用職員以外の職員

本 年 度

前 年 度

比  　較

※（　）内は短時間勤務職員数で、外数である。

比　較 △ 996 0 △ 1,077 0

前年度 1,812 0 5,364 0

本年度 816 0 4,287 0

 職員手当の内訳

区　分 扶養手当 管理職手当
時間外勤務
手 当

管理職特別
勤 務 手 当

(0)
0

0 △ 3,220 △ 5,133

(0)
11

0 39,067 25,839

(0)
11

0 35,847 20,706

報　　酬 給　　料 職員手当

区　 分
職員数
(人)

給　　　与　　　費

－ 356 －



(単位：千円)

△ 1,020 020

99 15,726 618 600

△ 1,715 △ 618 273

1,620 0

14,011 0 873 600 0

住居手当 通勤手当 児童手当 退職手当

119

△ 9,651

特 殊 勤 務
手 当

期 末 勤 勉
手 当

△ 8,353 △ 1,298

67,879

64,906 12,624 77,530

56,553 11,326

合　　計 備　　考

計

共　済　費

給 与 費

－ 357 －－ 356 －



国保(1)

　イ　会計年度任用職員

本 年 度

前 年 度

比  　較

　※（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの
　　通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の
　　勤務時間に比し短い職員数で、外数である。

比　較 0

前年度 0

0

0 1,492 0

867 0

本年度 0 0 2,359 0

 職員手当の内訳

区　分
時間外勤務
手 当

特 殊 勤 務
手 当

期末手当

(0)
0

497 0 867

通勤手当

(6)
0

10,621 0 1,492

(6)
0

11,118 0 2,359

報　　酬 給　　料 職員手当

区　 分
職員数
(人)

給　　　与　　　費

－ 358 －



国保(2)

(単位：千円)

0 0

0 0

0 0

1,6621,364 298

児童手当 退職手当

15,802

12,113 2,027 14,140

13,477 2,325

合　　計 備　　考

計

共　済　費

給 与 費

－ 359 －－ 358 －



(２)給料及び職員手当の増減額の明細　

　　ア　会計年度任用職員以外の職員　　

区　　分 増 減 額

給　　料 △ 3,220 １

給与改定に伴う 0

増減分

２

昇給に伴う増加 594 普通昇給前給料総額×

分 平均昇給率

３

その他の増減分 △ 3,814

職員手当 △ 5,133 １

制度改正に伴う △ 159 期末勤勉手当

増減分

２

その他の増減分 △ 4,974 扶養手当 △ 996

時間外勤務手当 △ 1,077

特殊勤務手当 20

期末勤勉手当 △ 1,556

住居手当 △ 618

通勤手当 273

児童手当 △ 1,020

新陳代謝及び異動等による
増減分

増減事由別内訳 説　　　　　明

－ 360 －



　○給与改定の状況

区分 給与改定率

本年度 ％

前年度 ％

平均昇給率　　　1.698％

　○職員数の異動状況

区　分 職員数(人) その他(人) 計(人)

本年度 11 0 11

前年度 11 0 11

増　減 0 0 0

　○期末勤勉手当の支給率

年間支給率 4.5月分　→　4.45月分 （0.05月減）

(単位：千円)

給与改定実施時期

令和 　 年  月　日

令和 　 年  月　日

備　　　　　　　　　　　　考

－ 361 －－ 360 －



(３)会計年度任用職員以外の職員における給料及び職員手当の状況

 ア　職員１人当たり給与

行 政 職

266,430

273,230

34.9

293,990

311,740

37.9

 イ　初任給

高校卒

大学卒

行政職(円)
国の制度(円)

行政職(一)

172,200 182,200

150,700 150,600

区　分

令和　３　年
１月１日現在

令和　２　年
１月１日現在

区　　　　分

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)

平均年齢(歳)

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)

平均年齢(歳)

－ 362 －



 ウ　級別職員数

７級

６級

５級

４級 3 27.3

３級 2 18.1

２級 3 27.3

１級 3 27.3

計 11 100.0

７級

６級

５級

４級 3 27.3

３級 4 36.3

２級 3 27.3

１級 1 9.1

計 11 100.0

令和　２　年
１月１日現在

令和　３　年
１月１日現在

区　　分

行　政　職

級
職員数
(人)

構成比
(％)

－ 363 －－ 362 －



(級別の基準となる職務)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

オ　期末手当・勤勉手当

11

代表的な職種

11

合　計
行 政 職

11

エ　昇給

３級 ２級 １級

区　　　分

 副主査の職務
 又は相当職

 高度の知識又は経験を必要とする
 職員の職務又は相当職

 定型的な業務を行う職員の職務
 又は相当職

4.45 有

(月分)

2.250

2.200

12月(月分)

2.200

100.0

その他

6号給

8号給

100.0

前 年 度

国の制度

区　分

2.250

2.250

2.250

6月(月分)

本 年 度

支 給 期 別 支 給 率

区　分

行政職

７級 ６級 ５級 ４級

 部長の職務又は
 相当職

 課長の職務又は
 相当職

 副課長の職務
 又は相当職

 係長・主査の職務
 又は相当職

前
年
度

比 率 (B) / (A)

比 率 (B) / (A)

職　員　数　(A)

2号給

4号給

本
年
度

号給数別内訳

100.0

職　員　数　(A)

8号給

6号給

昇給に係る職員数(B)

2号給

4号給

号給数別内訳

その他

11

1

1

11

10

昇給に係る職員数(B)

1

11

11

4.50 有

4.45 有

100.0

11

10

1

10

 備　考 
支給率計 職制上の段階、職務の級

等による加算措置

10

－ 364 －



国保(8)

カ　特殊勤務手当

キ　その他の手当

30km以上40km未満

12,000円

10km以上15km未満 8,500円

15km以上20km未満 10,600円

同　　　　じ

 交通用具使用者
    ‥市域が広いため異なる

 2km以上 5km未満 2,000円

 5km以上 8km未満 4,300円

 8km以上10km未満 6,500円

20km以上30km未満

40km以上 

代 表 的 な 職 種

行 政 職

0.33

18.18

区   分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

区　　　　分 全 職 種

支給対象職員の比率(％)
(令和3年１月１日現在)

18.18

　給料総額に対する比率(％) 0.33

代表的な特殊勤務手当の名称 市税等徴収事務従事職員の特殊勤務手当

住居手当 同　　　　じ

扶養手当

15,000円

通勤手当

 交通機関利用者
   ‥全額支給限度額同じ

13,600円

－ 365 －－ 364 －




